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■■  ははじじめめにに  
2020年の農林業センサスによると, 日本の水稲農家に

占める高齢者（65歳以上）の割合は7割を超え, 一部の都
道府県では9割に達している。 

水稲の農作業は主に屋外で行われるため, 多くの高齢
農業者が強い熱ストレスに曝されている。近年, 地球温暖
化の進行によりその影響はさらに深刻化している。 

これまで, 熱ストレスの増大による農業部門の労働生産
性低下を定量的に評価する研究は, 世界および地域レベ
ルで行われてきた。しかし, 既往研究では、高齢化による
脆弱性は十分に考慮していない。 
そこで本研究は、高齢化が進行する日本の水稲農家を

対象に, 年齢に起因する熱ストレス脆弱性を考慮した新た
な労働生産性評価モデルを構築し、過去期間（1995〜
2014年）をベースラインとして将来シナリオ下 (SSP1-
RCP2.6, SSP2-RCP4.5, SSP5-RCP8.5)での影響予測に発
展させることを目指す。 
本成果は, 農業分野における気候変動適応策や食料安

全保障政策の基礎情報として活用可能である。 
 
■■  活活動動内内容容  

１１．．暑暑ささ指指数数  ((WWBBGGTT))  のの時時空空間間的的傾傾向向解解析析    
大山ら(2024)1による逐次WBGTデータセットを用い, 水

稲の生産が盛んな, 東北・関東・中部地域を対象に1995
〜2014年の農業活動期 (4〜10月) におけるWBGTトレン
ドを県単位で評価した。その結果、日本海側の積雪量が
多い地域で有意な上昇傾向が確認された。一方で, 傾き
の値そのものは, 全地域で正（増加傾向）を示し, モデル
アンサンブル平均に基づく増加量は 0.22〜0.64 ℃/20
年 で あ っ た 。 こ こ で 用 い る WBGT （ Wet-Bulb Globe 
Temperature）は、気温・湿度・放射・風速を統合した暑さ指
数であり、人体が受ける熱ストレスの程度を評価するため
の指標である。 
２２．．熱熱スストトレレススにによよるる労労働働生生産産性性へへのの影影響響評評価価  

上記のデータセットを入力データとし, Fosterら(2021a)2

の熱ストレスと作業能力の関係モデルを適用した。このモ
デルは, WBGTがある閾値を超えると, 作業能力が非線形
に低下することを示しており, 閾値を下回る範囲ではほと
んど影響がない一方、閾値を超えると急激に生産性が落
ちるという特徴を持つ。 

このモデルを用い, 同地域・同期間を対象に熱ストレス
の労働生産性への影響を定量的に評価することを試みる。 

これにより, どの地域の労働力が, 熱ストレスによる影響
を大きく受けるか, その空間的な傾向を把握することが可
能となる。 
３３．．高高齢齢化化にによよるる影影響響をを組組みみ込込んんだだ労労働働生生産産性性評評価価  

Fosterら (2021b)3によると 熱ストレス下(25℃≦WBGT
≦35℃)において, 体力レベルの低下に伴い労働能力が
低下することが示された。また, 真田ら(2007)4によって, 体
力レベルが健康な人であっても, 年齢によって低下するこ
とが示された。これらを基に, 熱ストレス下において年齢-
体力レベル-作業能力の関係性を計算し, 35℃において
最大で23%の低下が見られた。 

次に, 農業センサスから得られた水稲農家の年齢別人
口を用い, 各年齢の人口を重みとして平均することで, 地
域ごとの代表的な「年齢-作業能力係数」を算出した。これ
により, 地域の年齢構成を反映した実証的で精度の高い
年齢-作業能力評価が可能となり, 高齢者の多い地域ほど
熱ストレスの影響がより正確に反映されるようにしている。 

得られた地域別係数をFosterら(2021a)2の労働生産性モ
デルに適用し, 高齢化の影響を組み込んだ労働生産性の
定量的な評価を試みる。 

この手法により, 地域の年齢構成を反映しながら, 高齢
化と気候変動が複合的に与える影響を現実的に把握する
ことが可能となる。なお, 本研究では年齢-熱ストレス-労働
能力は, 熱順化していない健康成人のデータを用い, 熱
順化による違いは考慮していない。 このような実験的検証
の不足は, 本研究の主要な限界点である。 
 
■■  関関連連情情報報等等（（特特許許関関係係、、施施設設））  
⚫ 政政策策決決定定とと食食料料安安全全保保障障：本研究は, 将来の気候変

動および高齢化が農業労働生産性に及ぼす影響を
定量的に示すものであり, 地域レベルの適応政策策
定や食料安全保障のリスク評価に資する。 
 

⚫ 経経済済・・市市場場影影響響：本研究の結果を作物モデル及び経
済モデル (CGEなど) に統合することで, 気候変動
および高齢化が米の市場価格・農家所得に及ぼす
影響を定量的に評価することが可能となる。 

日日本本ににおおけけるる高高齢齢化化をを考考慮慮ししたた熱熱スストトレレスス下下のの
農農業業労労働働能能力力評評価価  環環境境  
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■■  ははじじめめにに  
プラスチックの大量生産と廃棄に伴う地球温暖化や海洋

汚染は、近年、世界的に深刻な環境問題として懸念されて
いる。この環境問題の有効な解決手段として、木質バイオ
マスであるリグニンやセルロースから生産したポリマー原
料を用いた、種々の生分解性ポリマーの開発が進められ
ている。当研究グループでは、リグニン由来芳香族化合物
から微生物生産可能な2-pyrone-4,6-dicarboxylic acid 
(PDC) 1)を基本骨格としたPDCポリエステル P(PDCm) (m = 
3, 6, 8, 12)を創出してきた2)。また、セルロース由来の糖質
から化学処理を経て生産される2,5-furandicarboxylic acid 
(FDCA)を基本骨格としたpolyethylene furanoate (PEF)も次
世代プラスチックとして注目されている。今後は、循環型資
源利用を高度化するために、微生物変換による木質バイ
オマスポリマーのモノマーリサイクル技術を確立することが
望まれる。本研究では、木質由来バイオマスポリマーに対
して分解性を示す酵素の探索、および微生物を用いたモ
ノマーリサイクルシステムの構築を目的とした。本報告では、
PDCポリエステルおよびPEFがpolyethylene terephthalate 
(PET)と類似した基本骨格を持つことに着目し、既知の
PET分解酵素の分解性を評価した。さらにPET分解酵素を
細胞外に分泌する細菌株の作出を行った。 
 
■■  活活動動内内容容  
１．PET分解酵素のPDCポリエステル分解性評価 
既知のPET分解酵素から、PETに高い分解性を示し、系

統的に離れた7種の酵素を選抜した。7種のPET分解酵素
について、精製酵素を用いてP(PDCm) (m = 3, 6, 8, 12)に
対する分解能を評価した。しかし、顕著な分解性を示す酵
素は認められなかった。 

 
２．PET分解酵素のPEF分解性評価 
先の7種に1種の改変体を加えた8種のPET分解酵素に

ついて、精製酵素を用いてPEF分解性を評価した。その結
果、95%以上の分解率 (モノマーの生成量から算出)を示
す3種のPET分解酵素が見出された。 

 
３．PET分解酵素の細胞外分泌システムの構築 
モノマーリサイクルシステムの構築に向けて、PEF分解

活性が認められたPET分解酵素について、Pseudomonas 
putida KT2440株とEscherichia coli BL21(DE3)株を宿主とし
た細胞外分泌システムを構築した。各培養上清中に分泌

されたPET分解酵素を精製し、PEF分解能を評価した結果、
P. putidaを宿主とした場合、細胞内発現型と比較して、分
泌型の比活性が著しく低下した。一方、E. coliを宿主とした
場合、分泌型と細胞内発現型の比活性は同等であった。 
今後は、PET分解酵素の細胞外分泌に加え、細胞表層

に分解酵素をディスプレイさせた細菌株を作出し、細胞外
での分解能の最大化を図る。さらには、木質由来バイオマ
スポリマー分解で生じるアルキレンジオールモノマーを炭
素源として利用し、PDCやFDCAを回収できるモノマーリサ
イクルシステムの構築を目指す(図1)。 
  

  
  
  
 

 
 
図 1. 微生物変換による木質バイオマスポリマーの 

モノマーリサイクル技術 
  
■■  関関連連情情報報等等（（特特許許関関係係、、施施設設））  
本研究は、JST CREST (JPMJCR23L4)の支援を受けて

実施した。 
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